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１．地域福祉の概要 

（１）地域福祉の考え方と方向性 

➢ 地域福祉とは 

私たちの住む地域には、高齢者、障がい者、子ども、働きながらの子育てや家族の介護に悩ん

でいる人、外国人等が暮らしています。「地域福祉」とは、誰もが住み慣れた地域で安心して生活

できるよう、地域住民や社会福祉法人、ボランティア、行政等、様々な機関・団体等が協働し、

支え合える社会を築いていくことです。 

これまでは、行政による福祉の拡大により、困っている人に対して保護し、援助をしてきまし

たが、少子高齢化や個人のライフスタイルの多様化に伴う福祉ニーズの増加等、私たちを取り巻

く環境は急激に変化しています。こうした流れを背景として、地域に住む人が福祉の受け手とな

るだけでなく、担い手になることが期待されています。 

地域の中で支え合いながら、誰もが安心して生活できるようにするためには、生活上の問題や

悩みを話し合い、自分たちにできることを考え、お互いに協力し、配慮するといった身近なとこ

ろからはじめ、住民一人ひとりの幸福な暮らしをみんなで支えていくことが大切です。 

  

（２）地域福祉が必要となっている背景 

➢ 少子高齢化、核家族化の進行等による住民の福祉ニーズの増大 

近年、急速な少子高齢化による担い手不足、核家族化等による家庭機能の低下、人と人とのつ

ながりが希薄になるといった状況を背景に、家庭や地域で相互に支え合う機能は弱まっています。 

また、これらに関連して、※1老老介護、※2ダブルケア、※38050 問題、※4ヤングケアラーなど、

地域福祉の課題が複雑化・複合化しています。従来の公的な単一のサービスでは解決が困難な課

題もあり、複合的に対応していくことが必要とされています。 

 

➢ 「福祉」概念の変化 

これまでの「福祉」の概念は、社会的に立場の弱い限られた人たちへの行政施策として捉えら

れてきました。 

しかし、近年では、身近な地域で生活していく中での何らかの支援、支え合いを必要とする生

活課題の対応といった普遍的かつ広義な意味へと変化しています。 

 

 

 
※1 「老老介護」：高齢者が高齢者を介護すること。 

※2 「ダブルケア」：晩婚化により子育てと親の介護を同時に行うこと。 

※3 「8050 問題」：80 代の親の年金を 50 代のひきこもりの子が使うこと。 

※4 「ヤングケアラー」：本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている子どものこと。 
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（３）地域福祉計画の位置づけ 

「地域福祉計画」は、社会福祉法第 107 条に基づく市町村計画として位置づけられています。 

人々の暮らしの変化や社会構造の変化を踏まえ、人々が様々な地域生活課題を抱えながらも、

住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるように、地域住民等が支え合い、ともに地域をつく

っていくことのできる「地域共生社会」の実現に向けた計画です。 

 

 

○社会福祉法 

（市町村地域福祉計画） 

第 107条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画

（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

（１）地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取

り組むべき事項 

（２）地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

（３）地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

（４）地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

（５）地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提出される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域

住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行

うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するもの

とする。 

 

 

（４）地域福祉実践計画の位置づけ 

「地域福祉実践計画」は、地域福祉を推進している住民や事業者・団体等の民間活動・行動計

画であり、主に地域福祉事業推進の際の相互連携・協働の基本方針となるものです。 

同時に、地域福祉推進における民間の中核的な機関である社会福祉協議会の中長期的な事業活

動の方策を定めたものです。 

市町村計画として位置づけられている「第３次豊浦町地域福祉計画」と本計画は、ともに地域

住民等の参加を得て策定され、当町における地域福祉の推進を目的としてお互いに協働し合う関

係にあります。 



 

3 

 

２．計画の策定にあたって 

（１）計画の目的 

本計画は、５年後、10年後の当町において誰もが住み慣れた地域での支え合いにより、みんな

が安心して生活を送れるように、地域のみんなで地域福祉の推進を目指していく計画です。 

そのためには、当町の将来像や福祉の理念等、今後の目指す方向性を明らかにするとともに、

地域の生活課題を見つけ、それらを解決するために何をしたらいいのかを地域のみんなで考え、

住民、福祉団体、事業者、町（行政）等がそれぞれの役割の中で、お互いに力を合わせられる関

係をつくり、取り組んでいくことが大切です。 

こうした地域の中でともに支え合いのできるまちを目指し、地域全体における地域福祉の気運

を高め、地域の生活課題を解決するための方法や仕組みづくりの方向性を示すために、豊浦町地

域福祉計画・地域福祉実践計画を策定します。 

 

（２）計画の位置づけ 

本計画は、社会福祉法第 107条に規定する市町村計画として位置づけられ、地域福祉を推進し

ていく主役である住民や社会福祉協議会をはじめとする社会福祉関係の事業者、そして社会福祉

活動の担い手が行う地域での取り組みや町の支援策についてまとめています。 

また、本計画は「豊浦町総合計画」を最上位計画とし、その下の施策として福祉関連計画であ

る「豊浦町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」及び「豊浦町障がい者基本計画及び障がい

福祉計画」、「豊浦町子ども・子育て支援事業計画」等を踏まえ、地域において総合的に推進する

ものです。 

なお、平成 31年に策定した豊浦町自殺対策行動計画は、今期より本計画に統合します。 

住民、民間事業所、行政の協働に 
よる取組の推進 

分野や対象者ごとの保健福祉の要望に 
専門的に応える施策の推進 

豊浦町総合計画 

 豊浦町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
 豊浦町障がい者基本計画・障がい福祉計画 
 豊浦町子ども・子育て支援事業計画 
 健康とようら２１計画 

社会福祉法（計画の根拠法） 

 地域の視点を専門的 
 な施策に反映 

豊浦町地域福祉実践計画 

  豊浦町社会福祉協議会 

豊浦町地域福祉計画 

地域福祉の具体化に 
よる将来像の実現 

 行政施策では十分 
 に応えられない 
 要望への対応 
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（３）計画の期間 

本計画の計画期間は、令和 4年度を初年度とし、令和 8年度までの 5年間とします。 

また、変化する社会情勢への対応や他計画との整合性を図るため、計画期間中であっても随時

必要な見直しを行っていきます。 

 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 
 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３次地域福祉・地域福祉実践 

計画の推進期間 

見直し 見直し 

 前期 

計画 

 次期 
計画 

http://www.irasutoya.com/2016/11/blog-post_73.html
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３．地域福祉を取り巻く現状  

（１）当町の状況 

 当町の人口は、令和 3年 10月末現在で 3,751人（住民基本台帳）となっています。 

     

                         資料：住民基本台帳各年度 10月末現在 

 平成 28 年以降全ての年齢区分において緩やかに人口が減少しています。65 歳以上の高齢者人

口の割合は、昭和 35年の時点で約 20人に１人であったのに対し、令和３年の時点では約３人に

１人となっています。 

また、当町の人口減少は、昭和 35年当初、社会減（転出＞転入）による影響が大きかったです

が、昭和 56年からは自然減（死亡＞出生）にも転じ、現状では、自然減＋社会減の状況となって

います。 

当町は、高齢者のひとり暮らし世帯や夫婦のみの高齢者世帯も依然として多く、買い物や病院

への通院等の自立した日常生活の維持が今後も心配されます。 

本計画の策定にあたり、豊浦町内の地域福祉分野で活動している団体へのアンケート調査を実

施しました。アンケート調査によると、住民意識として少子高齢化への認識は高く、地域での交

流やつながり、支え合いは比較的ある（できている）傾向がみられますが、地域活動への関心は

全体の 33.3％と低く、それに伴い地域活動への参加率も少ないという結果がでています。 

また、前回回答時よりも「つながりが強い・支え合いができている」と回答した団体が増えて

おりますが、今回アンケート調査で日常生活を営むために必要な買い物や、病院等へ向かう交通

手段については「住民の高齢化に伴い不安を感じている」との意見が寄せられました。「買い物支

援を行いたい」または「今後取り組みたい」と回答した団体は、全体の 54.2％ありました。買い

物支援に対し、町の課題として高い関心を持っていると考えられます。 

子育て世代にとっても、子どもを育てる情緒ある自然豊かな環境は魅力的である反面、子ども

の医療面、将来的な就職・職場環境面について不安がある状況にあり、今後、これらの課題を克

服することが重要です。 

434 419 405 408 386 383 

2,307 2,237 2,130 2,072 1,972 1,968 

1,457 1,451 1,462 1,445 1,428 1,400 

0

500

1,000
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2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

平成28年

4,198人

平成29年

4,107人

平成30年

3,997人

令和元年

3,925人

令和2年度

3,786人

令和3年度

3,751人

0～14歳以上 15～64歳以上 65歳以上
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（２）当町の社会資源 

当町には、次のような地域福祉に関する社会資源があります。 

 

①  地域組織 

種  別 状     況 

自治会 27団体 

民生委員児童委員協議会 民生委員・児童委員（16名）、主任児童委員(2名) 

 

②  福祉・保健・医療機関等 

種  別 施 設 名 等 

特別養護老人ホーム 幸豊園 

介護老人保健施設 やまびこ 

通所介護（デイサービス） やまびこ、幸豊ハイツ 

訪問介護（ヘルパー） やまびこ 

訪問看護 訪問看護ステーションそう 

地域包括支援センター やまびこ 

認知症対応型共同生活介護 グループホームほのぼの、グループホームしおさい 

障害者入所施設 やまと光星園、やまと郭公の里 

障害者共同生活援助 グループホームきずな、グループホームひかり 

放課後等デイサービス ぽけっと 

障害者（児）相談支援事業所 とようら社協相談支援センター、相談室いと 

保健センター やまびこ 

医療機関 豊浦町国民健康保険病院、工藤歯科医院 
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③ 教育 

種  別 機 関・施 設 名 等 

教育委員会 
豊浦町子ども会育成連絡協議会、豊浦町 PTA連合会、豊浦町文化団

体協議会、豊浦町スポーツ少年団本部、豊浦町スポーツ協会 

保育所 

大岸保育所（町立）、認定こども園青空(民間) 

幸豊の杜保育園 2015（民間） 

有限会社山下機械店おひさま（民間） 

シュタイナースクールいずみの学校（NPO法人） 

小学校 
豊浦小学校、大岸小学校、礼文華小学校 

北海道シュタイナー学園(初等部) 

中学校 豊浦中学校、北海道シュタイナー学園(中等部) 

高等学校 シュタイナースクールいずみの学校（NPO法人） 

社会教育施設 
豊浦町中央公民館、豊浦町中央公民館図書室 

ファミリースポーツセンター 

その他の施設 豊浦町地域交流センターとわにー、ふるさとドーム 

 

 

④ 商工・労働・NPO等 

種  別 団 体 名 等 

商工・労働・NPO等 

とうや湖農業協同組合、いぶり噴火湾漁業協同組合 

豊浦町商工会、（一社）噴火湾とようら観光協会 

豊浦町高齢者事業団 

 

⑤ ボランティア・当事者・障がい者団体等 

種  別 団 体 名 等 

ボランティア・当事者等 
豊浦町ボランティア連絡協議会、豊浦町睦会 

豊浦町高齢者クラブ連合会、豊浦町遺族会 

障がい者団体 胆振身体障害者福祉協会豊浦支部 
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４．みんなの課題  

（１）アンケート調査の目的、概要  

「第 3次豊浦町地域福祉計画・地域福祉実践計画」策定の基礎資料とするため、地域福祉に関

係する団体に対し、住民の福祉意識や課題を伺うアンケート調査を実施しました。アンケート調

査内容は前回策定時（平成 28年 8月）と同じ設問のほかに、複雑化・複合化した福祉ニーズを把

握し課題解決をするために新たに項目を追加しました。 

 

【調査対象及び調査方法・回収結果】 

調査対象 
町内に住所を有する「ボランティア・当事者・障がい

者団体」等及び「自治会」 

団 体 数 32団体 

調査方法 郵送法（郵送による配布と回収） 

調査時期 令和 3年 10月 

調査地域 町内全域 

配 布 数 32件 

回 収 数 28件 

回 収 率 87.5％ 

 

 アンケート調査結果の概要は以下のとおりです。 

① 『地域の状況についてどのように感じているか』について 

70.8％が「支え合いはできている」と回答をし、前回より 18.8％増加しております。その反

面「地域活動への関心が高い」と感じている割合は 33.3％で、低くなっています。「地域活動

参加者が多い」と感じている割合も 33.3％と低く、地域活動への関心が希薄化している状況が

みられます。 

また、現在 41.7％の自治会において自治会加入者が減少傾向と回答しており、「増加傾向」

と回答した団体はありませんでした。 

今回新たに追加した質問項目の「ダブルケア」・「8050問題」について「悩んでいる」と回答

した団体が１団体ずつありました。 

今後、地域福祉活動の共助・互助を進めるためにも住民一人ひとりの地域福祉に対する意識

の醸成が必要です。 

 

② 『地域の福祉や保健・医療に関する活動は協力を行っているか』について 

「現在行っている」と回答した中で、最も回答率が高かったのは「地域での交流やつながり
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づくり」75.0％であり、次いで「高齢者や子ども等の見守りや声かけ」62.5％となっています。 

平成２８年の調査では、今後取り組みたい活動として「災害支援」72.0％が挙げられていま

したが、今回の調査では、「現在行っている」と回答した団体が 45.8％と前回の 20％から上昇

しており、多くの事業所・自治会において災害に備えての活動していただいたと考えられます。 

今回新たに追加した「買い物支援」の項目で、「現在行っている」・「今後取り組みたい」と

54.2％の団体が回答しています。 

 

③ 『活動や組織運営で困っていること』 

活動を進めるにあたり、困っていることについて尋ねたところ、「担い手がいない」「参加す

る人がいない」等が挙げられ、人手不足が活動上深刻な状況にある様子が伺えます。活動の担

い手を増やすための取り組みは、どの団体でも「参加の呼びかけ」や「参加できる場づくり」

を行っていますが、厳しい状況にあることが見受けられます。 

 

④ 『地域の活動を行う上で協働している機関』について 

「社会福祉協議会」が 79.2％と最も高く、次いで、「行政機関」が 64.3％と高い回答となっ

ています。 

公的機関に求める支援や協力については、「補助金の充実」27.8％が最も高く、次いで「物

的支援」が 20.8％となっています。 

 

⑤ 『活動の担い手を増やすための取り組み』 

 担い手不足・人手不足なのもあり、活動の担い手を増やすための取り組みを行っている団体

が減っていることが見受けられますが、多団体との連携は増えている模様です。 

 

⑥ 『行っている相談や支援』について 

  今回新たに追加した「健康に不安のある方」の項目に対して「支援を行っている」と回答し

た団体は 41.7％となっています。 

また、「うつ病や自殺の予兆がある方」に対する支援の項目で「支援を行っている」と回答し

た団体は 4.2％となっていますが、相談・支援の対象はひとり親の世帯のみとなっています。

残りは「支援をしていない」または「支援対象者がいない」と回答しています。 

 

⑦ 『地域の福祉充実のために優先的に取り組むべきこと』について 

“公”が取り組むべきことについては、「経済的困窮者への支援の充実」70.8％、“地域”や

“民間”が取り組むべきことについては、「住民同士のつながりの強化」37.5％、“公・地域・

民間”が協働で取り組むべきことについては「防災の取り組みの充実」83.3％がそれぞれ最も

高い回答となっています。 
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（２）アンケート調査の結果  

問１ 【貴団体の地域の状況について、どのように感じていますか。（単数回答）】 

 地域の状況として感じることでは、「少子高齢化」が 92.9％と最も高く、一方で「支え合いが

できている」が 67.9％、「つながりが強い」が 64.3％、「団体間の連携がとれている」が 57.1％

と高くなっています。 

  

ｎ＝28 

 
 

  

64.3

67.9

35.7

35.7

57.1

92.9

21.4

10.7

3.6

3.6

7.1

25

25

10.7

28.6

57.1

46.4

57.1

64.3

28.6

32.1

39.3

35.7

32.1

7.1

50

32.1

50

39.3

32.1

3.6

3.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

つながりが強い

支え合いができている

地域の活動への関心が高い

地域活動参加者が多い

団体間の連携がとれている

少子高齢化

経済面で苦しい人が増加

地域孤立者の増加

ダブルケアについて悩んでいる人がいる

8050問題について悩んでいる人がいる

ヤングケアラーがいる

そう思う そうは思わない どちらともいえない 無回答
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問２ 【貴団体では、地域の福祉や保健・医療に関する次のような活動もしくは協力を行ってい

ますか。（単数回答）】 

 地域の福祉・保健・医療への活動・協力で「現在行っている」では、「地域での交流やつながり

づくり」が 67.9％で最も高く、次いで「高齢者や子ども等の見守りや声かけ」が 64.3％となって

います。また、「今後取り組みたい」では「買い物支援」が 53.6％で最も高くなっており、関心

の高さがうかがえます。 

 一方、「取り組む予定はない」では「就労支援」が 78.6％で最も高く、次いで「身近な支え合

い」が 42.9％となっています。 

 

ｎ＝28 

 
 

 

  

64.3

67.9

17.9

28.6

25

7.1

39.3

32.1

3.6

21.4

17.9

50

32.1

35.7

10.7

35.7

21.4

53.6

14.3

10.7

28.6

35.7

35.7

78.6

21.4

42.9

39.3

3.6

3.6

3.6

3.6

3.6

3.6

3.6

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者や子ども等の見守りや声かけ

地域での交流やつながりづくり

高齢者や障がい者等の社会参加支援

健康づくりの増進

福祉や健康等に関する相談

就労支援

災害支援

身近な支え合い

買い物支援

現在行っている 今後取り組みたい 取り組む予定はない 無回答
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問３ 【問 2でお伺いした活動等を含め、貴団体の活動や組織運営で困っていることがあります

か。（単数回答）】 

 活動や組織運営で困っていることについては、「特に困っている」と「困っている」を合わせた

“困っている”では「担い手がいない」が 57.1％で最も高く、次いで「参加する人がいない」が

42.9％となっており、人口減少による担い手不足といった傾向が見られます。 

 

ｎ＝28 

 
 

 

 

10.7

3.6

3.6

14.3

14.3

46.4

42.9

32.1

14.3

10.7

7.1

3.6

21.4

17.9

17.9

7.1

3.6

32.1

35.7

39.3

46.4

39.3

50

35.7

35.7

25

25

25

50

10.7

21.4

25

35.7

50

42.9

57.1

42.9

57.1

53.6

53.6

32.1

3.6

3.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

担い手がいない

参加する人がいない

個人情報の把握や共有がしにくい

資金不足

情報が得にくい

情報発信が十分にできていない

多団体との連携がしにくい

負担が大きい

マンネリ化

活動が縮小傾向

新たな活動への取り組みが困難

団体消滅

特に困っている 困っている 現在は困っていない どちらともいえない 無回答
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問４ 【貴団体の構成員の数は増・減どちらの傾向にありますか。（単数回答）】 

 「減少傾向」が 42.9％、「変わらない」が 53.6％、「無回答」が 3.6％となっています。「増加

傾向」と回答した団体はありませんでした。 

ｎ＝28 

 

 

問５ 【貴団体はどのような場所で活動していますか。】 

 活動場所については、「地域の会館や集会場」が 50％で最も高くなっております。 

 

ｎ＝28 

 
  

0

42.9

53.6

0

3.6

増加傾向

減少傾向

変わらない

わからない

無回答

0 10 20 30 40 50 60

50

2.5

7.5

5

12.5

10

10

2.5

0 10 20 30 40 50 60

地域の会館や集会場

学校や保育所・認定こども園

公民館

福祉施設

事務所

構成員の自宅

その他

無回答



 

14 

 

問６ 【貴団体が活動場所を確保するうえで、特に取り組んだり工夫されたことがあればご記入

ください。】 

すべての団体において「特になし」との回答でした。 

 

問７ 【貴団体は、活動や運営に必要な資金をどのように確保していますか。（複数回答）】 

 活動や運営に必要な審の確保方法については、「会費」が 30.8％で最も高く、次いで「行政の

補助金や助成金」が 29.5％となっています。 

 

ｎ＝28 

 

 

問８ 【貴団体が活動や運営資金を確保するうえで、特に取り組んだり工夫されたことがあればご

記入ください。（自由意見）】 

すべての団体において「特になし」との回答でした。 

 

  

30.8

10.3

29.5

19.2

0.0

5.1

2.6

2.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

会費

事業収入

行政の補助金や助成金

社会福祉協議会の補助金

民間の助成金

寄付金

その他

無回答
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問９ 【貴団体は、活動を行ううえで、現在協働している、今後協働したい、もしくは協働 

したくないと思う団体や機関等はありますか。（単数回答）】 

 活動を行ううえで協働したい、したくない団体や機関については、「現在協働している」では

「社会福祉協議会」が 78.6％で最も高くなっています。 

「今後、協働したい」では「福祉・医療機関や事業所」「ボランティア団体」の割合が高くなっ

ております。 

また、前計画ではあまり高くなかった「教育機関」との「協働したい」「今後、協働したい」 

 の割合が、合わせると 50％以上となっていることから、少子高齢化により地域団体と教育機関

との間に距離ができてしまっていることが推測されます。 

ｎ＝28 

 
 

 

  

57.1

14.3

21.4

10.7

7.1

7.1

10.7

64.3

78.6

17.9

42.9

25

35.7

50

32.1

46.4

17.9

14.3

7.1

14.3

17.9

14.3

21.4

14.3

25

14.3

10.7

7.1

10.7

25

39.3

32.1

28.6

35.7

28.6

7.1

7.1

85.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

地域組織

ボランティア団体

ＮＰＯ法人

当事者組織

福祉・医療系機関や事業所

その他の事業所や企業

教育関係

行政機関

社会福祉協議会

その他

現在協働している 今後、協働したい 協働したくない 無回答
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問 10 【貴団体では、活動の担い手を増やすために取り組んでいることや、今後取り組みたいと

思っていることはありますか。（単数回答）】 

 活動の担い手を増やすための取り組みについては、「現在取り組んでいる」では、「情報発信」

が 46.4％で最も高く、次いで「参加できる場づくり」が 39.3％となっています。「今後、取り組

みたい」では、「リーダーの養成」が 35.7％で最も高くなっています。 

  

ｎ＝28 

 

 

 

  

46.4

10.7

39.3

35.7

28.6

28.6

3.6

7.1

7.1

10.7

25

32.1

25

28.6

17.9

25

35.7

28.6

32.1

42.9

14.3

25

28.6

35.7

50

35.7

42.9

10.7

10.7

21.4

14.3

14.3

14.3

17.9

21.4

21.4

21.4

89.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

情報発信

理解や参加のきっかけとなる講座

参加できる場づくり

参加の呼びかけ

多団体と協力して活動の推進

研修や講習等への参加

資格の取得等

リーダーの養成

啓発活動

その他

現在取り組んでいる 今後、取り組みたい 取り組む予定はない 無回答
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問 11 【貴団体では、次のような方への相談や支援を行っていますか。（単数回答）】 

 行っている相談や支援については、「健康に不安がある方」で 39.3％と最も高くなっています。

その他の項目については、２割に満たない結果となっており、ほとんどの団体は「相談や支援を

していない」・「支援対象者がいない」と回答しています。 

 

ｎ＝28 

 
 

 

  

39.3

14.3

3.6

10.7

10.7

3.6

3.6

17.9

17.9

3.6

3.6

50

50

42.9

46.4

50

53.6

50

46.4

46.4

50

10.7

32.1

50

42.9

39.3

42.9

46.4

35.7

35.7

46.4

3.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健康に不安がある方

サービスが受けられない方

支援してくれる人がいない

経済困窮者

社会参加希望者

地域から孤立している方

権利侵害を受けている人

日常生活の支援が受けられない方

生活に困難を抱えている方

うつ病や自殺の予兆のある方

相談や支援を行っている 相談や支援に困難を感じている

相談や支援をしていない 支援対象者がいない

無回答
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問 12 【地域の福祉を充実するために、行政、地域や民間の団体・事業者等は特に優先的に取り

組むべきだと思いますか。（単数回答）】 

 地域の福祉の充実のために優先的に取り組むことについては、「『公』が取り組む」では 

「経済困窮者への支援の充実」が 64.3％、「『地域』や『民間』が取り組む」では「住民同士のつ

ながりの強化」が 35.7％、「『公』『地域』『民間』が取り組む」では「孤立等の支援」が 78.6％で、

それぞれで最も高くなっています。 

 

ｎ＝28 

 

3.6

3.6

7.1

10.7

32.1

42.9

42.9

53.6

25

46.4

64.3

50

10.7

53.6

17.9

50

57.1

60.7

35.7

28.6

25

10.7

3.6

3.6

3.6

3.6

3.6

3.6

7.1

3.6

3.6

3.6

3.6

3.6

60.7

67.9

67.9

78.6

64.3

53.6

53.6

42.9

71.4

53.6

35.7

46.4

82.1

42.9

78.6

46.4

39.3

35.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

住民同士のつながりの強化

困りごとを地域で支え合う活動の充実

要支援者の発見

孤立等の支援

ボランティアやＮＰＯ活動への支援

団体・機関などのネットワークの充実

福祉に関する相談窓口の充実

介護や生活支援サービスの充実

健全育成に関する支援の充実

権利擁護の取り組みの充実

経済困窮者への支援の充実

就労のための支援の充実

防災の取り組みの充実

健康づくりや医療の充実

福祉への理解や思いやりの心の育成

バリアフリーの環境づくり

生活の利便性の向上

住宅の確保や充実

「公」が取り組む 「地域」や「民間」が取り組む 「公」「地域」「民間」が協働 無回答
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（３）アンケート調査の結果から見える地域福祉推進の課題 

アンケート調査の結果から見える、当町における地域福祉推進に向けた住民が抱えている課題

は以下のとおりです。 

 

【課題１】協働するまちづくり 

住民一人ひとりができることを認識し、自ら地域の課題を解決しようとする姿勢と行動が求め

られています。個人ができること、自治会ができること、町（行政）ができることを明確にし、

役割分担しながらまちづくりを進めることが必要です。 

自治会は、住民の皆さんの一番身近な自治組織です。当町には 27団体あります。 

アンケート調査から、「近所付き合いは良好で協調性をもって生活できているが、自治会活動へ

の参加者は年々減少傾向にあり、その結果自治会活動は参加者が固定化し、自治会同士のつなが

りがない」という現状があります。 

地域内での交流を通した絆づくりのあり方が課題となっており、自治会を超えた交流も今後増

やしていく必要があると考えます。住民自らが住みやすい地域をつくっていくためには、地域の

文化の継承や新しい文化の創造とともに、自治会等における課題をみんなで解決していくことが

必要であり、そこから地域の良さが引き出され、人と人との地域のつながりが生まれます。 

これからの地域の絆や交流について、地域の皆さんがお互いに協力・協働し合い、支え合いな

がら進める住み良いまちづくりが求められており、協働するまちづくりに向けた連携した体制づ

くりが必要です。 

 

【課題２】安心・安全な生活環境の確保 

地域福祉は、誰もが住み慣れた家庭や地域でいきいきと暮らしていくために、必要かつ不可欠

なものです。本計画における地域とは、基本的には住民の日常生活の範囲と考えます。 

当町においても、少子高齢化の進行に伴い、高齢者のひとり暮らし世帯や夫婦のみの高齢者世

帯が増加し、買い物や通院等の日常生活における移動手段への不安といった生活環境問題や、空

き家の増加による住環境問題、いつどこで発生するかもわからない自然災害等に向けた住民避難

や地域防災への問題等、安心・安全な生活環境に向けた問題の解決が課題です。 

 

【課題３】地域生活の維持 

私たちの身の回りには、高齢で介護を必要とする人や障がいのある人、子育てや家族の介護で

悩んでいる人、何らかの支援を必要とする人や日々の生活の中で悩みや不安を抱えている人がい

ます。 

地域に住んでいる子どもから高齢者まで住民の誰もが、お互いに認め合い、地域でともに暮ら

していけるよう、住民の福祉意識を高めていくことが重要です。 

地域福祉の主人公は住民です。地域に暮らす一人ひとりが支え合い、安心していきいきと暮ら

すまちづくりを目指すためには、住民自らが地域福祉をつくり上げていくことが大切です。その

ためには、地域を支える住民が地域福祉に主体的に参加できる仕組みづくりを推進していくこと
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が課題です。 

 

【課題４】多様化する福祉ニーズに対応できる体制の整備・推進 

近年、福祉ニーズが多様化しています。住民の生活を守るには、介護保険法や障害者総合支援

法等に基づく公的サービスだけでは十分とはいえません。 

町（行政）、住民、社会福祉協議会、サービス事業者、ボランティア団体、地域組織等の様々な

機関の連携によって地域福祉を支えていくことが重要です。 

そのためには、それぞれの機関の連携を図り、誰もが安心して暮らすことができるセーフティ

ネットを構築することが必要です。 

また、町（行政）としては多様化した福祉ニーズを把握し、それらに応えられる体制の整備を

社会福祉協議会等とともに目指し、様々な主体への支援を行い、住民の求める福祉ニーズに柔軟

に応えることができる体制づくりが課題です。 

 

【課題５】多様で複合的な課題を抱える人たちへの対応 

「経済的困窮」や「社会的孤立」といった状態にある「生活困窮者」は多様で複合的な課題を

抱えていることがあり、既存の福祉サービスでは十分に対応できない場合があります。 

生活困窮者をめぐる状況としては、新型コロナウイルスの感染拡大、長期にわたる景気の低迷

等から、非正規雇用労働者の割合が増加傾向にあり、雇用の不安定さや所得の低迷が見られ、経

済的に困窮している人が増加すると推測されています。 

また、高齢者のひとり暮らし世帯や夫婦のみの高齢者世帯、ひとり親世帯や少子高齢化の進展

等による地域コミュニティ機能の低下等により、家族や地域等様々な人とのつながりが希薄化す

る「社会的孤立」も問題となっており、いざという時に頼れる人がいないと、突発的な困難が生

じた際に貧困状態に陥ってしまう恐れがあります。 

高齢者の介護問題や孤立死、若年無業者、ひきこもり、8050問題といった問題や、養育者・養

護者が育児や介護の負担を一人で抱え込んで心身ともに疲労し、追いつめられて引き起こす児童

虐待や高齢者虐待のような問題につながることもあります。 

また、社会的孤立等による精神的・心理的影響が自殺の主な要因の一つとされています。 

「生活困窮者」は、生活面、就労面、健康面等、様々な課題を複数抱えていることが多く、多

様で複合的な課題を抱えている「生活困窮者」への支援は、これまでの「高齢者」「障がい者」「子

ども」等といった分野ごとに展開されてきた既存の相談支援体制では、課題に十分に対応できな

い場合があります。 

このように多様化した問題を解決するために、令和 2 年 6 月に改正された社会福祉法により、

地域において住民の多様化した福祉ニーズに対応する包括的な支援体制を整備し、内容を問わな

い相談支援・多様な参加支援・地域づくりに向けた支援を一体的に行う重層的支援体制整備事業

の実施が求められています。 

社会福祉協議会におきましては、一般的な心配ごとについての相談事業を行っておりますが、

中には自ら相談に訪れることが困難な人もいることから、支援対象者の早期発見・把握や、住民

に最も身近な相談窓口として一次的な相談の対応ができるように、対象者の状況に応じ関係機関
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への適切なつなぎ、町内で実施されている様々な関係事業との柔軟な連携対応が課題となってお

ります。 

 

５．みんなで目指すこと 

（１）基本的な考え方 

当町では、豊浦町総合計画に基づき、「誰もが安心して暮らし続けるための医療・保健・福祉サ

ービスの充実」を進めています。 

また、豊浦町総合戦略においても、人のつながりを活かした豊浦町ならではの福祉環境の提供

など、福祉の充実が掲げられているところです。 

本計画においては、多様化する住民の福祉ニーズに応えていくために、従来の「町（行政）主

導型（要求要望型）の福祉のまち」ではなく、住民と町（行政）そして地域全体で力を合わせ、

住民すべての自立の意志を尊重しながら安心していきいきと暮らせる「パートナーシップ型の福

祉のまち」を目指します。 

 

（２）基本理念 

本計画は、当町の住民が、健康で安心して安全に生活する地域社会を築くための指針となるも

のです。 

地域福祉実践計画と連動し、福祉の側面から、町の目標の実現を目指すものでもあります。 

今後も、社会福祉協議会をはじめ、地域の各種団体や関係機関等との連携のもと、民間組織と

しての独自性をより一層発揮し、地域や住民が行う福祉活動の側面支援等、町全体の地域福祉の

充実に向けた実践的な取り組みをより推進していくことが求められています。 

こうした考え方に立ち、両計画が目指す基本理念を次のとおり定めます。 

この基本理念は住民一人ひとりが主体的に自分らしく生きることを前提に、住民相互の支え合

う絆（きずな）を結び、一人ひとりの“力”が集まってより大きな“力”となり、誰もが心も体

も元気で、安心・安全な生活を営むことができることを意味しています。 

 

 

 

  

支え合ってつくろう！ 

安心・安全・元気なまち・みんなのとようら 
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（３）基本目標 

 【基本目標１】 安心のまちづくり 

高齢者や障がい者（児）、子ども、子育て家庭、生活困窮者のみならず、地域で暮らす全ての人

が、安心した暮らしを支えるための事業・施策を展開します。 

 

 【基本目標２】 豊かなくらしづくり 

地域福祉では、誰もがどのような状態でもサービスが利用できる仕組みづくりと、サービスの

充実・向上が重要となります。このため福祉サービスの利用促進と提供体制の充実を図ります。 

 

 【基本目標３】 協働のしくみづくり 

地域福祉計画に求められる「活動への住民参加の促進」は、多様化する住民の生活課題解決の

ために欠かすことができません。そのために、幅広く住民の参加を得て、住民主体の福祉活動を

活発に推進します。
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４）施策体系  
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６．みんなで進めること 

 誰もが住みやすいまちの実現のために住民すべてが力を合わせ地域の課題を解決することが

重要です。 

 安心のまちづくり 

【推進施策】 地域福祉計画（町） 地域福祉実践計画（社協） 

（１）安心 見守り・子育て支援の推進 

ⅰ．見守り活動 

ⅱ．ひとり親世帯支援事業 

ⅲ．愛情交信（ふれあい郵便）

事業 

ⅳ．地域子育て支援 

（２）安全 安全対策の強化 ⅰ．避難行動要支援者への支援 

（３）健康づくり・ 

介護予防・ 

自殺予防 

健康づくり・介護予防・ 

・自殺予防 

 

ⅰ．いきいきサロン開催事業 

ⅱ．地域サロン開設事業 

ⅲ．「ふまねっと運動教室」の

開設 

 

 

（１）安心  

見守り・子育て支援の推進 

  

 住み慣れた地域で暮らしていきたいという人が多く、そのための仕組みづくりが求められてい

ます。 

高齢者・障がい者（児）の地域生活支援等、地域の医療・福祉の体制づくりの取り組みへの更

なる強化が必要です。 

また、少子化に伴い身近に子どもを安心して預けられる環境の不足を心配する声があります。

子どもたちの遊び場の確保や、保育所への入所が必要な時に柔軟に預けられる受け入れ体制の整

備等が求められています。 

現 状 
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高齢者・障がい者（児）の地域生活支援等、地域の医療・福祉の体制づくりの取り組みを強化

するとともに、安心して子どもを生み、育て、暮らしていくことができる環境づくりの整備が課

題です。 

 

 

◆ 高齢者や障がい者（児）等の支援が必要な人の見守り活動を推進します。 

◆ 日常の見守り活動をしっかりと行い、災害時の避難誘導や安否確認に備えます。 

◆ 自分を見守ってもらえないか、地域の関係者へ必要に応じて相談します。 

◆ 子どもを安心して生み育てることができるまちづくりを意識し、推進します。 

 

 

◼ 地域をあげた高齢者の見守り体制の構築を支援します。 

◼ 豊浦町子ども・子育て支援事業計画に基づき、子どもや子育て家庭を支援します。 

◼ 豊浦町障がい者基本計画、障がい福祉計画に基づき、障がい者（児）の見守り活動を支援し

ます。 

◼ 豊浦町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づき、高齢者の地域包括ケアシステムの

推進を図ります。 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

見守りの推進 

 地域の事業所や、住民の協力に

よる見守り活動を支援していき

ます。 

 地域包括支援センター職員が支

援を要する高齢者世帯の訪問を

行います。 

 ひとり暮らし高齢者や日常生活

に支障がある住民に急病時等の

適切な救援が図られるよう緊急

通報システムの充実と、設置を

支援します。 

 

     

課 題 

みんなで行うこと 

町の地域福祉計画 

継続 
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施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

行政機関の連携 

 所在不明の方を出さないよう

年金、後期高齢者医療制度、介

護保険等サービス利用状況等

を注視します。 

 

 

    

子育てしやすい

生活環境の整備 

 子育て中の親、家族の不安感や

孤立感を解消するため、子育て

支援室の充実を図ります。 

 子育て支援室において、相談体

制、支援情報の提供を図りま

す。 

 地域における児童遊具の整備

点検を行い、安心・安全に利用

できるよう努めます。 

 

 

 

 

 

    

保育サービスの

充実 

 保育体制の整備と保育サービ

スの充実を図ります。 

 障がい児枠や対象学年の拡大

等、学童保育の充実検討を図り

ます。 

 

 

    

子育て家庭の訪

問 

 妊産婦訪問、新生児訪問、乳児

全戸訪問指導等を通して子育

て家庭を見守り、育児の難しさ

を感じる家庭のサインを早期

にキャッチして適切な支援に

結びつけるよう、各機関と連携

し対応します。 

 

 

    

虐待防止等対策

地域連絡協議会

の運営 

 児童虐待、ＤＶ、障がい者（児）、

高齢者への暴力・虐待防止に向

けて各機関との連携と、担当職

員のスキルアップに努めます。 

 

 

    

 

 

 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 
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⚫ ひとり暮らし高齢者等の世帯に対し安否確認などの見守り活動を実施します。 

⚫ 地域における子育て支援や子どもと高齢者等の世代間交流を推進します。 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

見守り活動 

 ひとり暮らし高齢者のみの世帯

に声かけ訪問を行います。 
      

ⅱ． 

ひとり親世帯支

援事業 

 ひとり親世帯に対し、町母子会

（睦会）と連携し、支援金を支給

します。 

      

ⅲ． 

愛情交信（ふれ

あい郵便）事業 

 ひとり暮らし高齢者へ往復はが

きにより、心配ごと相談や健康状

態等の確認を行います。また、困

りごと相談や各種資金の利用相

談を通じて自立生活への支援を

行います。 

      

ⅳ． 

地域子育て支援 

 高齢者クラブ等による地域全域

での登下校時の声がけ活動を行

います。 

 子どもと高齢者とのあそびの伝

承・交流活動を行います。 

      

 

 

 

 

 

 

 

  

社協の地域福祉実践計画 

継続 

継続 

継続 

継続 
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（２）安全 

安全対策の強化 

 

 

 当町では各担当係で保有している情報等をもとに、災害時等に支援が必要と思われる方を対象

とした避難行動要支援者名簿を整備しています。整備後においても状況の変化に応じ、随時の更

新が必要となります。 

また、当町では自治会ごとに地域自主防災組織の設立を推進しており、自治体ごとに避難行動

要支援者名簿を作成しています。 

令和２年度に、総合保健福祉施設やまびこと高齢者コミュニティセンターを福祉避難所として

町が指定し、令和３年度に福祉避難所として必要な機能を整備しました。 

 

 

 

豊浦町津波ハザードマップをもとに海岸沿いの自治会を対象に津波避難訓練を行っています

が、津波以外の災害に対する避難訓練等は行われていません。そのため、その他の自然災害にも

対応した町全体での防災・避難訓練の実施が課題です。 

避難行動要支援者の情報を地図上で確認することができる「防災マップ」を整備することによ

り、対象者の場所と災害による支援、避難など迅速かつ効果的に対処することが必要です。 

 

 

 

◆ 避難行動要支援者の支援について自治会の協議のもと協力します。 

◆ 避難訓練を消防の協力を得ながら実施します。 

◆ 平時から災害に強い、安心できるまちづくりを意識します。 

◆ 自分の身は自分で守る意識を持ち、地域での防犯・防災を推進します。 

◆ 子どもや高齢者、障がい者等へ必要に応じた支援を行います。 

◆ 普段から交通状況の危険な場所や不便な点、介助等支援が必要な場所等を把握・点検し、地

域で可能な改善に取り組みます。 

 

 

現 状 

課 題 

みんなで行うこと 
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◼ 災害発生時に避難行動要支援者を一人も見逃さないよう、自治会等と連携します。 

◼ 豊浦町地域防災計画に基づき、地域防災体制を整備するとともに自主防災組織を支援しま

す。 

◼ 危険箇所の把握による道路の拡幅、町営住宅や公共施設の安全性の向上に取り組みます。 

◼ 避難行動要支援者の名簿を整備します。 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

避難行動要支援

者への支援体制

の構築 

 個人情報の保護に留意しなが

ら自主防災組織、民生委員・児

童委員、消防団、ボランティア

等との連携のもと避難行動要

支援者の把握を行うととも

に、地域住民の協力を得なが

ら災害時の支援体制づくりを

推進します。 

 

 

    

避難行動要支援

者名簿の作成・

管理 

 避難行動要支援者名簿の作成

と適切な情報管理を行い、定

期的に情報を更新します。 

 地図上で要支援者を確認、把

握することができる防災マッ

プの整備を行います。 

 

 

 

   

避難訓練の実施 

 豊浦町地域防災計画に基づく

避難訓練を地域全域で取り組

みます。 

 

 

  
 

 

地域防災体制の 

整備 

 豊浦町地域防災計画に基づ

き、避難準備・高齢者等避難開

始、避難の指示(緊急)を行う

基準、情報の伝達方法、避難経

路及び誘導方法を具体化しま

す。 

 

 

    

自主防災体制の 

整備 

 広報等により、自主防災組織

の重要性を広く周知し、自主

防災組織活動の活性化を支援

していきます。 

 

 

    

町の地域福祉計画 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

新規 



 

31 

 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

地域における

防犯体制の強

化 

 啓発活動や相談体制の充実に

より、防犯意識の高揚を図り

ます。 

 自治会街灯の新設、移設、修繕

により、犯罪が起こりにくい

まちづくりを推進します。 

 

 

    

公共施設等に

おける※ 5 バリ

アフリー、※6ユ

ニバーサルデ

ザイン化の推

進 

 公共施設において、バリアフ

リーなどのユニバーサルデザ

インを意識した整備を推進し

ます。 

 公共施設の新設時等には、高

齢者や障がい者（児）等、誰も

が安心して自由に利用、移動、

社会参加できるような設計・

建設を行います 

 

 

    

 

※5 「バリアフリー」とは 

社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去するという意味で、もともと住宅建築用語で登場し、

段差等の物理的障壁の除去をいうことが多いですが、より広く障がい者（児）の社会参加を困難にしている社会的、

制度的、心理的なすべての障壁の除去という意味でも用いられます。 

 

※6 「ユニバーサルデザイン」とは 

 バリアフリーは、障がいによりもたらされる障壁（バリア）に対処するとの考え方であるのに対し、ユニバーサ

ルデザインはあらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず様々な人が利用しやすい都市や生活環

境をデザインする考え方です。 

 

 

  

継続 

継続 
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⚫ 自治会において避難行動要支援者対策を先行的に実施し、すべての自治会への展開を目指

します。 

 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

避難行動要支

援者への支援 

 自治会において避難行動要支援

者への対策を先行的に実施し、

すべての自治会への展開を目指

します。 

 避難行動要支援者の把握によ

り、安全に避難できるよう個別

避難計画の作成を推進します。 

 

 

    

 

（３）健康づくり・介護予防・自殺予防 

健康づくり・介護予防・自殺予防 

 

 

当町では高齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、生活習慣病の予防により「健康寿命」 

の延伸のため、町民が一丸となって健康づくりを推進することを目的とし、平成２７年３月に「健

康とようら２１計画（第二次）」を策定しました。 

また、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を目指し、平成３１年３月に豊浦町自殺対 

策行動計画を策定しました。 

当町においては、自殺者数は多くはありませんが、自殺は原因が多岐にわたり、誰にでも起 

こり得る危機であるため、今期より地域福祉計画・地域福祉実践計画に統合し推進します。 

   

 

住民が、主体的に健康づくりに取り組むことができる環境の整備が必要です。 

また、自殺を防ぐためには、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括 

的な取組が重要です。 

社協の地域福祉実践計画 

現 状 

課 題 

継続 
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◆ 健康診査を積極的に受け、一人ひとりが健康づくりに取り組みます。 

◆ いきいきサロン等のイベントに積極的に参加し、孤立を防止しましょう。 

◆ 身近に自殺を考えている人や、経済的に困窮している人等、困っている人がいたら「いのち

の電話」等の専門機関へつなぎましょう。 

 

 

◼ 健康づくりに取り組む住民を支援する「健康とようら 21計画」を推進します。 

◼ 住民組織である「はつらつ運動教室」の介護予防事業を推進します。 

◼ 自殺予防に関する普及啓発を行います。 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

「健康とよう

ら 21計画」の

推進 

 主体的な健康づくりを支援す

るとともに、関係機関・団体

と協働して、①生活習慣病、

②身体活動・運動、③栄養・食

生活、④歯の健康、⑤休養・こ

ころの健康づくり、⑥たばこ、

⑦アルコールの 7つの分野で

設定した目標達成を目指しま

す。 

 

 

    

介護予防の推

進 

 豊浦町高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画に基づき、

介護予防事業を実施・推進し

ます。 

 毎月 2 回、介護予防教室とし

て「はつらつ運動教室」を行

います。 

 

 

    

自殺予防に関

する普及啓発 

 自殺予防週間（9月 10～16日）

や相談窓口等の関係機関の周

知、住民への普及啓発を行い

ます。 

 

 

    

みんなで行うこと 

町の地域福祉計画 

継続 

継続 

継続 
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⚫ 高齢者のひきこもり防止や生きがいづくり等、身近な地域での介護予防を推進します。 

 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

いきいきサロ

ン開催事業 

 いきいきサロン開催事業に

より、高齢者のひきこもり防

止、孤独感の解消、健康維持

向上を図ります。 

 

 

    

ⅱ. 

地域サロン開

設事業 

 歩いて参加できる地域ごと

にサロンを開催し、介護予防

を行う支援をします。 

 

 

    

ⅲ. 

「ふまねっと

運動教室」の開

設 

 冬期間における筋力低下や

認知機能の低下を予防する

ための運動を行います。 

 

 

 
   

 

  

社協の地域福祉実践計画 

継続 

継続 

継続 
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 豊かなくらしづくり 

【推進施策】 地域福祉計画（町） 地域福祉実践計画（社協） 

（１）生活 生活支援の充実 

ⅰ．在宅福祉サービス 

ⅱ．たすけあい金庫貸付事業 

ⅲ．住民参加型福祉サービス 

ⅳ．あんしんお預かりサービス 

ⅴ．有償ボランティア支え合い隊

事業 

（２）相談 相談体制の強化 

ⅰ．心配ごと相談 

ⅱ．日常生活自立支援事業 

ⅲ．成年後見制度の活用、啓発 

ⅳ．相談支援事業 

（３）情報 情報提供の充実 
ⅰ．広報発行事業・ホームページ

等運用事業 

（４）生活セーフティネット 
自立支援・生活基盤支援の 

周知 

ⅰ．相談活動 

ⅱ．生活福祉資金貸付制度 

 

 

 

 

  

http://www.irasutoya.com/2015/06/blog-post_864.html
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（１）生活 

生活支援の充実 

 

 

高齢者や障がい者（児）のみならず、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりが

重要です。そのためには「利用者主体」「自己決定」等を尊重した福祉サービスの充実を図り、地

域住民やボランティアによる※7 インフォーマルサービスと連携しながら事業を進めていくこと

が重要です。 

アンケート調査では、高齢者や障がい者（児）が、生活する上で交通手段の不便があり、日常

生活において困難を抱えているという傾向があり、今後外出への支援や全自治会を網羅した公共

交通機関の充実が必要になっています。 

さらに、住み慣れた地域で暮らし続けていくためには、栄養を十分にとり食生活を支えること

も大切です。現在、社会福祉協議会では「社会福祉法人豊浦豊和会」に委託し、週３回バランス

の取れた温かい食事（昼食）をお届けしていますが、今後のニーズの変化に対応していくことも

必要です。 

 

※7 「インフォーマルサービス」とは 

町等の公的機関や介護保険の指定サービス事業者が、法律や制度に基づいて提供するフォーマルサービス（制度的サ

ービス）に対して、住民やボランティア、ＮＰＯ等が非営利的に提供する非制度的サービスをいいます。 

 

 

高齢者や障がい者が要介護となっても住み慣れた地域で暮らし続けていくために、公的サービ

ス以外の生活を支える多様なサービスを検討、構築していくことが求められています。さらに、

利用する人の立場に立った新しいサービスを創造していくことも大切です。 

自家用車がない高齢者や障がい者（児）、子育て世帯では、公共交通手段が少なく、自力で移動

でき難い状態があります。当町では、買い物や通院等の移動は重要な生活基盤の一つとして、町

営バス・コミュニティバスの循環により、交通支援を行っております。ニーズに応じた移動支援

等を関係機関と検討しながら取り組み、地域内を不便なく移動できる交通手段の確保が課題です。 

 

  

現 状 

課 題 
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◆ 地域でいつまでも生活するために必要な福祉ニーズを把握します。 

◆ 地域住民の助け合いで行う有償・無償ボランティア等、住民参加型福祉サービスに参加しま

す。 

 

 

◼ 住み慣れた地域で生活が継続できるよう、介護保険サービスや保健福祉サービスの適切な

提供とともに、関係機関の連携や地域全体での継続的な支援体制の構築を推進します。 

◼ 高齢者や障がい者（児）、生活困窮者等の住宅や生活環境を整備し、自立支援に努めます。 

◼ 住民の誰もが安心・安全に外出できるよう、公共交通の確保及び利便性の向上に努めるとと

もに、生活交通手段の充実に努めます。 

◼ サービスが効率的、効果的に運用されているかを検証・評価し、見直しを行うとともに新し

いサービスについて調査・研究に取り組みます。 

◼ 医療機関の受診や入退院などに際し、公共交通機関を利用することが困難な高齢者等に対

して移送サービスを提供することにより高齢者等の福祉の増進を図ります。 

◼ 住民参加型福祉サービス（地域住民の助け合いで行う有償・無償ボランティア等）の普及を

支援していきます。 

 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

障がいのある

人や高齢者へ

の各種サービ

スの提供 

 事業対象者・要支援高齢者に

対し、介護予防・生活支援事業

を提供します。 

 障がいのある高齢者やひとり

暮らし高齢者等に対し、除雪

費用助成等の生活上の支援を

行います。 

 障がい者（児）に対し、地域生

活に必要な障がい福祉サービ

スを確保するとともに、当町

独自の地域生活支援事業を継

続的に提供します。 

 

 

    

 

みんなで行うこと 

町の地域福祉計画 

継続 
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施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

生活支援サー

ビスの提供 

 当町の地域特性と高齢者のニー

ズに合った生活支援（買い物等）

について社会福祉協議会等と検

討協議します。 

 

 

    

住宅環境等の

整備支援 

 ひとり暮らし高齢者や高齢夫婦

世帯における、冬期間の除雪や

非課税世帯への福祉灯油、食事

等の生活不安を抱える人の支援

を行います。 

 

 

    

住民サービス

の向上と費用

対効果の点検 

 福祉関連計画に設定された目標

値の検証を行うとともに、新た

なサービスの調査・研究に取り

組みます。 

 

 

    

誰もが外出し

やすいまちづ

くりの推進 

 町営バスやコミュニティバス、

移送サービス、ホームヘルプサ

ービス等、住民誰もが外出しや

すい交通体系の再構築の検討を

行います。 

      

 

 

 

  

継続 

継続 

継続 

継続 

http://www.irasutoya.com/2015/08/blog-post_33.html
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⚫ 障がいのある高齢者やひとり暮らし高齢者、生活困窮者等の相談に応じながら、生活を支援

します。 

⚫ 居宅介護支援事業所等の各種相談機関や地域包括支援センターとの連携により、福祉ニー

ズを把握します。 

⚫ 不足しているサービスの開発や新規の住民参加型福祉サービス等、インフォーマルサービ

スを創造していきます。 

 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

在宅福祉サー

ビス 

 配食サービス、除雪費用助成

事業、車イス貸出、外出支援サ

ービス事業等の提供をしま

す。 

 

 

    

ⅱ． 

たすけあい金

庫貸付事業 

 たすけあい金庫貸付事業を行

い、低所得者世帯の緊急時の

支援を行います。 

 

 
 

   

ⅲ． 

住民参加型福

祉サービス 

 インフォーマルサービス調査

を実施し、ニーズ把握や不足

するサービスの開発を行いま

す。 

また、住民参加型活動の相談や

登録斡旋、養成研修を行いま

す。 

 

 

    

ⅳ． 

あんしんお預

かりサービス 

 

 住宅のカギや預金通帳等の管

理に不安のある方に対し、一

時保管を行います。 

 

 

  
 

 

ⅴ. 

有償ボランテ

ィア支え合い

隊事業 

 有償ボランティアにより生活

の困りごと等を支援します。 
 

 

    

  

社協の地域福祉実践計画 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 
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（２）相談 

相談体制の強化 

 

 

 景気雇用情勢の悪化や価値観の多様化により、生活上の問題が複合化しています。当町の高齢

者、障がい者（児）や児童等、乳幼児、保健福祉分野の相談窓口等は、総合保健福祉施設やまび

こ内の各担当が担っています。 

社会福祉協議会でも心配ごと相談等の窓口があり、子育て相談は、認定こども園青空子育て支

援室による電話・ファックス・来所相談を実施し、障がい者（児）の相談としては、総合保健福

祉施設やまびこ内の保険福祉係のほか、障がい者相談員、相談支援事業所や民生委員・児童委員、

豊浦町障害者自立支援協議会が連携しながら対応しています。 

住民が安心して生活することができるよう相談窓口を通して、問題解決に向けた対応を行い、

必要に応じて関係専門機関の紹介等を行っています。 

 また、個別の相談に対して親身になった対応を心掛け、関係機関と連携しながら解決を図ると

ともに、自立の支援も含めた相談事業の充実を図っています。 

認知症の方や知的障がい者の中には、財産の管理や日常生活で生じる契約等、判断が求められ

る行為を行う時に不利益を被る方がいます。こうした方たちの権利を守るため、成年後見制度や

日常生活自立支援事業を推進しています。 

令和２年の社会福祉法改正により、地域の幅広い支援関係機関の連携のもと、対象者の属性を

問わない相談支援、多様な社会参加に向けた支援、地域づくり支援を一体的に実施する「重層的

支援体制整備事業」が開始されました。この事業の実施市町村では、庁内及び庁外の関係機関と

のこれまで以上の連携や、新たに「多機関協働事業」、「参加支援事業」、「アウトリーチ等を通じ

た継続的支援事業」の実施が求められるため、対応可能な体制整備が必要となります。豊浦町と

しましても、体制整備に向けた検討を進めてまいります。 

   

 

 

住民が福祉サービスを利用する場合、複数のサービスを利用することも多くなっており、サー

ビスの内容は福祉分野に限定されるものではありません。保健・医療・福祉が連携し、サービス

が総合的に提供される必要があり、サービスをマネジメントするワンストップサービスの仕組み

が重要になっています。 

また、成年後見制度については、後見人の確保が難しい状況や、こうした制度を知らない人も

未だ多く、これからも周知に向けた広報等の推進が課題です。 

現 状 

課 題 
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◆ 地域内の困りごとを相談できる窓口・機関を把握しておきます。 

◆ 思い悩まず、まずは相談します。 

◆ 家族や友人の様子の変化に気を付けます。 

◆ 成年後見制度や日常生活自立支援事業について関心を持ちます。 

 

 

 

◼ わかりやすく、相談しやすい相談窓口づくりを推進します。 

◼ 出前講座等により、身近な地域で相談できる機会づくりに努めます。 

◼ 成年後見制度や日常生活自立支援事業のＰＲを推進します。 

◼ 重層的支援体制整備事業の実施に向けた検討を行います。 

 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

相談対応の充実 

 地域包括支援センター、保健セ

ンター、認定こども園青空子育

て支援室や各担当課窓口等で

相談にあたる職員の資質向上

とともに気軽に相談できる体

制づくりを進めます。 

 

 

  
 

 

身近な相談体

制の確保 

 民生委員・児童委員や各種相談

員の活動を充実するために、研

修や情報提供等の充実を図り、

その活動を支援していきます。 

 

 

    

相談窓口の周知 

 各種相談窓口等の情報を「広報

とようら」や「町ホームページ」

に掲載し、相談窓口の利用を促

進します。 

 

 

    

 

  

みんなで行うこと 

町の地域福祉計画 

継続 

継続 

継続 
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施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

地域ケア会議

の開催 

 高齢者サービス及び地域にお

ける多様な社会資源の支援体

制を構築することを目的と

し、協議する内容及び会議の

課題により必要な構成員で

「地域ケア会議」を開催しま

す。 

 

 

    

障害者自立支

援協議会の開

催 

 「障害者自立支援協議会」に

おいて、障がい者（児）の個々

のケースの検討、ケアマネジ

メント、継続ケース等のモニ

タリング等、個別支援会議を

開催し、研修会等を行い障が

い者（児）に対する理解と知

識の向上を図ります。 

 

 

    

高齢者や障が

い者（児）の権

利擁護の推進 

 地域包括支援センターにおけ

る包括的支援事業の中で、高

齢者等を対象とした権利擁護

事業を実施します。 

 認知症の方、知的障がい者及

び精神障がい者の方の成年後

見制度の利用を支援し、権利

の擁護を図ることを目的とし

た成年後見制度利用支援事業

を実施します。 

 判断能力が不十分な人の保

護・支援を図るため、※8町長

の法定後見（後見・保佐・補

助）開始の審判等の申立権の

適切な活用を図ります。 

 

 

    

※8 「町長の法定後見（後見・保佐・補助）」とは 

身寄りがない等の理由で申立てをする人がいない認知症の方、知的障がい者、精神障がい者の方の保護を図るため、

法律に基づき市町村長に法定後見（後見・保佐・補助）の開始の審判の申立権が与えられています。 

 

  

継続 

継続 

継続 
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施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

重層的支援体

制整備事業の

実施検討 

 事業実施に向けた課題を整理

し、体制整備に向けた検討を

行います。 

 

 

    

 

 

 

⚫ 相談にあたる相談員及び職員の資質向上や専門機関との連携強化を図ります。 

⚫ 住民の権利を擁護する各種サービスの普及を図ります。 

 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

心配ごと相談 

 住民の心配ごとや社会生活上

の相談に応じ、必要な助言、

指導を行います。 

 

 

    

ⅱ． 

日常生活自立

支援事業 

 生活支援員が福祉サービス利

用手続きや生活費の管理等を

行います。 

 

 

 
 

  

ⅲ． 

成年後見制度

の活用、啓発 

 成年後見制度の普及・啓発に

努めるとともに相談援助等支

援を行います。 

 

 

 
 

  

ⅳ． 

相談支援事業 

 地域の障がい者等の福祉サー

ビス利用支援や基本相談を行

います。 

 

 

 
 

  

 

  

社協の地域福祉実践計画 

新規 

継続 

継続 

継続 

継続 
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（３）情報 

情報提供の充実 

 

 

誰もが安心して暮らせる地域づくりに向けて、利用者にとって必要な福祉サービスの情報提供

のあり方や、相談支援体制の充実、さらには福祉サービスの質の向上を図る等、誰もがサービス

を利用しやすい環境づくりに取り組んでいます。 

当町では「広報とようら」や町ホームページ等を通じて、福祉に関する情報提供を行い、社会

福祉協議会では広報誌「ひろがり」や各種パンフレットを発行しているほか、社会福祉協議会の

ホームページやフェイスブックにより随時新しい情報を提供し、福祉サービスの内容や提供事業

者に関する情報の把握及び、自分にあったサービスの選択・利用がしやすくなるよう努めていま

す。 

また、地区によっては携帯電話の不感エリアやインターネット環境の整備が進んでいない状況

もあり、今後は、情報提供の発信・情報収集の手段として広く活用されることが見込まれるため、

町内どこでもインターネットを利用できる環境づくりが望まれています。 

あわせてインターネットを利用した情報の取得方法について、スマートフォン等の普及に応じ

て、使い方を習得する機会の創出が必要と言えます。 

   

 

 

福祉サービスの提供者は、利用者の自立支援を基本とするほか、サービスの質の確保、利用者

保護、事業内容やサービス内容の情報提供及び公開、さらに他のサービスとの連携に取り組むこ

とが必要となります。また、利用者やその家族等のニーズに基づく新たなサービスや、住民の地

域福祉活動への参加の支援、福祉のまちづくりへの参画に努めることが求められます。 

アンケート調査から「行政（町）と福祉サービス提供者間の情報共有及び連携体制の整備、確

保が難しい」ことが読み取れます。利用者の個人情報保護を確保しつつ、事業内容やサービス内

容の充実を図り、地域連携を図りながらニーズに基づいた情報の提供が必要です。 

災害発生時等における住民への円滑な情報伝達の確立は、人命財産の保護を図る上から極めて

重要です。防災行政無線及びコミュニティ FM を整備しておりますが、山間部等の携帯電話等情

報通信網のエリア外地域の多くは、冬期間の道路状況等の情報伝達も不便な地区となっておりま

す。これらの地区は酪農や農業が盛んな地区であるため農作業等における不慮の事故がおきた場

合等に備え、緊急連絡手段としての携帯電話の不感エリア解消のため、基地局等の整備を促進す

る必要があります。さらに、インターネット環境の整備に伴い、インターネットに接続する機器

現 状 

課 題 
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の活用方法についても、町民向けの研修が必要になります。 

 

 

◆ 地域福祉に関する情報を共有します。 

◆ 災害発生時を想定し、事前に情報を収集する手段を確認します。 

◆ インターネットを活用した情報収集を行えるよう、仕組みの理解と機器の使い方を習得し

ます。 

 

 

◼ 「広報とようら」等、町が発行するものについては、字の大きさに配慮します。 

◼ マンガやイラストを多用し、肖像権に留意しながら住民の顔を入れる親しみやすい情報誌

の作成に努めます。 

◼ インターネット環境の確立・整備を推進し、誰もが利用しやすいホームページづくりに必要

とされるニーズにあった情報をタイムリーに提供できるよう努めます。 

◼ 障がい者（児）の求めるニーズに合わせた情報提供に努めます。 

◼ 防災行政無線をうまく聞き取れない方向けの案内として、テレガイド機能（音声応答サービ

ス）の周知に努めます。 

◼ インターネットネットに接続する機器等の使い方についての町民向け研修を実施いたしま

す。 

 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

「広報とようら」

や町ホームペー

ジ等による情報

提供 

 「広報とようら」や「町ホー

ムページ」に掲載する情報内

容はイラストや挿絵等を使

い、わかりやすく、住民が期

待する情報内容の提供に努

めます。 

 

 

    

 

  

みんなで行うこと 

町の地域福祉計画 

継続 
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施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

障がい者（児）へ

の情報提供の充

実 

 「手と手でつなぐ手話言語

条例」に基づき、手話の理解、

及び普及を促進し、コミュニ

ケーション支援事業の円滑

な提供に努めます。 

 公共施設等において、聴覚、

視覚障がい者等に対し、親切

に、わかりやすく、迅速に対

応します。 

 

 

    

自治会、民生委

員・児童委員や相

談員を通じた情

報提供の充実 

 自治会、民生委員・児童委員

や各種相談員へ地域福祉活

動に必要な情報提供を強化

し、地域での情報提供活動を

支援していきます。 

 

 

    

福祉サービスに

関する苦情や意

見等への対応強

化 

 窓口等における相談体制を

強化するとともに、社会福祉

協議会、民生委員・児童委員、

サービス提供事業者、道等の

関係機関と協力し、福祉サー

ビスに関する苦情等を把握

し、改善していきます。 

 

 

  
 

 

防災行政無線の

活用 

 防災情報に関わらず、福祉情

報等、町（行政）の情報発信

を図ります。 

 防災行政無線のテレガイド

機能（音声応答サービス）の

周知を行います。 

 

 

    

インターネット

の活用推進 

 町民向けのインターネット

活用研修を実施いたします。 
      

継続 

継続 

継続 

継続 

新規 
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⚫ ひとり暮らし高齢者等、日常の支援が必要な人に対して見守り活動による情報提供や相談

を行います。 

⚫ 住民に親しまれる広報誌を作成します。 

⚫ ホームページの情報更新を行うとともに、住民に広く活用されるよう工夫に努めます。 

⚫ 共同募金運動を通じて福祉に関する情報提供に努め、福祉の大切さや社会福祉協議会の活

動への理解を広めます。 

  

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

広 報 発 行 事

業・ホームペ

ージ等運用事

業 

 社協活動、ボランティア活動

等の紹介によって、地域に理

解される社協の取り組を進め

ていきます。 

 ホームページ等を活用し、新

しい情報を提供していきま

す。 

    
 

 

社協の地域福祉実践計画 

継続 
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（４）生活セーフティネット 

自立支援・生活基盤支援の促進 

 

 

生活の安心は、これまで第１のセーフティネットの社会・労働保険制度と第３のセーフティネ

ットの生活保護により包括的に提供してきましたが、非正規雇用労働者や新型コロナウイルス禍

による失業などから住民が生活困窮状態に至るリスクが増加しています。  

生活困窮者自立支援法を踏まえ、第２のセーフティネットとして、制度の狭間にある生活困窮

者の早期の生活自立につながるよう、相談・支援窓口を周知することが必要です。 

また、親の年金を頼りとして生活をしているひきこもりの方がいる世帯が、高齢化により生活

が困難となる８０５０問題について、今後当町でも顕在化することが推測されます。 

 

 

 

様々な要因から生活困窮している人の社会的・経済的自立を支援するため機関等と連携し、相

談から自立まで継続的な支援を行う「生活困窮者自立支援事業」を北海道胆振総合振興局が主管

となり実施しています。  

実施にあたっては、相談者の意向を確認しながら必要な支援（家計改善支援・住居確保給付金・

就労準備支援・学習支援等）を行うことが必要となります。 

また、８０５０問題に対応する体制の整備が必要です。 

 

 

 

◆ 生活困窮者に関する総合的な相談窓口である生活相談窓口について把握します。 

◆ 自分の周囲に生活困窮に関する支援を要する人がいないか心配りをします。 

◆ 地域内において生活困窮に関する支援を要する人がいる際には、まずは地域での支え合い

を基本としながらも、公的支援が必要と判断される場合は速やかに町（行政）につなぎます。 

 

 

現 状 

課 題 

みんなで行うこと 
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◆ 関係機関との連携により、生活困窮者の早期の情報把握及び支援に取り組みます。 

◆ 生活困窮者に対する地域でのインフォーマルな支援（見守りや声かけ等）を行います。 

◆ 総合的な相談窓口を広報等で周知します。 

◆ 窓口に来た方の相談を受け、内容を把握したうえで適切な機関につなぎます。 

◆ 生活困窮の相談に対しては、相談窓口である生活就労サポートセンターいぶりと連携し、適

切な支援を行います。 

◆ 災害で被災した人や、経済的に困窮した人に対して、公営住宅や民間住宅を含めた総合的な

住まいの供給や情報提供の体制を構築し、潤滑な支援を行います。 

◆ ８０５０問題への対応を行う「豊浦町ひきこもり支援プラットフォーム（仮称）」を整備し

ます。 

 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

生活保護制度

の運用 

 生活保護制度の適正な運用に

努めます。 
 

 

    

自立支援の

周知 

 

 社会経済状況の変化に伴う生

活困窮者が、生活保護に至る

ことなく早期の生活自立につ

ながるよう広報等で周知しま

す。 

 

 

    

生活基盤の

整備 

 社会福祉協議会との連携を図

り、必要に応じて生活福祉資

金貸付事業を推進します。 

 

 

  
 

 

ひきこもり

支援体制の

整備 

 「豊浦町ひきこもり支援プラ

ットフォーム（仮称）」を整備

し、８０５０問題を抱える世

帯の支援を行います。 

 

 

    

 

町の地域福祉計画 

継続 

継続 

継続 

新規 
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⚫ 身近にある気軽に立ち寄れる相談窓口「心配ごと相談」を開催します。 

⚫ 低所得等により支援が必要な世帯に向けた貸付の相談を実施します。 

 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

相談活動 

 民生委員児童委員協議会等の

機関と連携を図り総合的な相

談活動を行います。 

 

 

  
 

 

ⅱ． 

生活福祉資

金貸付制度 

 低所得者世帯の生業、修学資

金などの貸付を行い経済的な

支援を行います。 

 

 

 
 

  

 

 

 

  

社協の地域福祉実践計画 

継続 

継続 

http://www.irasutoya.com/2015/06/blog-post_258.html
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 協働のしくみづくり 

【推進施策】 地域福祉計画（町） 地域福祉実践計画（社協） 

（１）きずな 交流活動の推進 ⅰ．地域福祉活動推進事業 

（２）担い手 人材の育成 

ⅰ．福祉啓発・福祉学習 

ⅱ．ボランティア運営 

ⅲ．ボランティア養成講座 

ⅳ．学校における福祉教育支援

事業 

（３）協働 

ネットワークの構築 

ⅰ．福祉団体支援 

ⅱ. 日常生活支援総合事業推

進に向けての協力 

ⅲ．民生委員児童委員協議会

活動と連携 

ⅳ．地域支え合い体制づくり

事業 

事業者の社会貢献活動の 

促進 
ⅰ．共同募金運動 

 

（１）きずな 

交流活動の推進 

 

 

温かな人間関係や、ともに生きともに支えあう心豊かな地域社会を築いていくためには、地域

の様々な人のふれあいの機会づくりが求められています。 

アンケート調査では、近所付き合い程度に交流する付き合いは良好であっても、自治会活動へ

の参加者は年々減少し、若い人はさらに地域社会との関わりが薄いという傾向があります。 

また、地域の少子高齢化が進行し、高齢者、子どもたちの地域における見守りは共通の課題と

なっており、今後、地域見守り活動をどのように推進していくかすべての住民が考えていく必要

があります。 

各自治会が開催する敬老会は高齢者のふれあいにとどまらず、ひきこもり防止や安否確認、健

康状態、地域内の見守りに有効となっています。また、自治会の行事は地域の活性化としてます

ます期待されています。 

 

現 状 
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地域には、支援を必要とする様々な人がいます。こうした人を隣近所や地域での支え合い、助

け合いにより支援していくような体制づくりは、誰もが安心して暮らせる地域社会の実現に向け

て必要不可欠です。 

ともに生き、ともに支えあう心豊かな地域社会を築いていくためには、地域の様々な人とのふ

れあいが大切であり、地域活動組織である自治会等への加入者、参加者が減少することは、地域

内でのふれあいの機会も減少し、地域の課題を解決するための地域の力が弱まっていくことにつ

ながりかねません。 

住民は、地域の行事等に可能な範囲で参加することに努め、自らが生活する地域の生活課題等

について日頃から意識することで、他地域の取り組みへの関心も次第に高まり、情報収集する中

から交流が広がっていくことが大切です。 

また、そうした関心から進める地域参加に対し、地域福祉活動の推進につながるよう、取り組

みを進めることが重要です。 

今後、地域福祉活動に取り組むための体制が十分でない地域に対する支援を行い、既に実践さ

れている地域活動の事例等を住民間で共有し、地域福祉活動への参加意識を高めることが課題で

す。 

住民誰もが、障がいの有無によって分け隔てられることなく相互に人格と個性を尊重し合いな

がら共生できる町にするため、人権尊重意識を持つことが必要です。 

 

 

◆ 各自治会のふれあい茶話会に積極的に参加します。 

◆ 住民一人ひとりの人権を尊重し、あらゆる人が地域活動に参加できるよう配慮します。 

◆ 人権尊重の意識を広げます。 

 

 

 

◼ 地域の絆の再生として期待される地域住民による見守り活動を支援します。 

◼ 元気な地域づくりに貢献するため、自治会の活動を支援します。 

◼ 高齢者、障がい者（児）、子どもがふれあえる機会の拡充を図り、互いに交流できる環境づ

くりを推進します。 

◼ すべての人が暮らしやすいまちづくりを推進します。 

  

課 題 

みんなで行うこと 

町の地域福祉計画 
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施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

見守り活動の

支援 

 地域住民の交流の輪を広げる

契機となる、地域住民による

見守り活動を支援します。 

 

 
    

自治会活動へ

の助成 

 自治会運営への支援を行いま

す。（自治会運営交付金） 

 各自治会が開催する敬老会等

の運営に助成金を交付しま

す。 

 

 

 
   

人権尊重意識

の普及 

 人権擁護委員による講話等、

学校における人権教育を推進

します。 

 様々な行事において人権尊重

を PRします。 

 人権の問題に関する相談窓口

の普及を図ります。 

 

 

    

 

 

 

⚫ 各地域における事業や活動、人、団体を広く紹介することで、それぞれの地域における福祉

活動の活性化を推進します。 

 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

地域福祉活動

推進事業 

 自治会単位で行う「ふれあい

茶話会」「見守り活動」等へ助

成を行います。 

 

 

    

 

  

社協の地域福祉実践計画 

継続 

継続 

継続 

継続 
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（２）担い手 

人材の育成 

 

 

地域活動の担い手として、自治会には自治会長をはじめとする役員がいます。自治会の活動内

容は、地域によって様々です。少子化により、若者の参加が減少し、自治会活動は全地区で活動

できる人材の不足と活動の企画立案が挙げにくい状況になっています。 

地域福祉の担い手として、今後ますます高齢者の増加に伴うボランティアの需要が高まること

が予想されます。 

しかし、豊浦町ボランティアセンターへの登録団体数、人数は減少傾向にあり、令和３年１０

月現在、11団体 89人、個人 19人となっており、近年はボランティアの固定化と高齢化が課題と

なっています。 

今後は、ボランティアを養成する講座の体系化や年齢の若い人たちも参加できる仕組みづくり

が求められています。 

 

 

 

 少子化により若者の参加が減少し、自治会活動の担い手は、全地区で活動できる人材の養成と

活動内容の提起が課題となっています。 

 

 

 

◆ 自治会活動や諸行事、ボランティア活動に関心を持ち、積極的に参加します。 

 

 

 

 

  

現 状 

 

みんなで行うこと 

課 題 
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◼ ボランティアを含め、担い手となる人材育成の養成及び情報提供を行います。 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

自治会等との

連携 

 地域福祉活動の推進のため社

会福祉協議会とともに自治会

や関連機関との連携体制に取

り組みます。 

 

 

    

学校における

福祉教育の推

進 

 学校教育において、老人施設や

障がい者（児）施設を訪問する

等、高齢者や障がい者（児）と

の交流活動を通じた福祉教育

の充実に努めます。 

 

 

    

住民の福祉意

識の醸成 

 教育委員会等の社会教育活動

と連携し、多様な人材を発掘し

ます。 

 福祉をテーマとした地域社会

の活性化を図るため各種講演

会等を開催し、意識の醸成に努

めます。 

 

 

    

福祉施設の交

流 

 福祉施設と地域との交流を支

援していくとともに、福祉施設

のイベント等の情報を提供し

ていきます。 

 

 

    

啓発活動の推

進 

 ボランティアに関する情報提

供、人材の発掘や団体活動を支

援します。 

 企業や関係機関に対してボラ

ンティア活動への参加や支援

の協力を要請していきます。 

 

 

    

ボランティア

団体の支援・

活用 

 認知症サポーター、絵本の読み

聞かせボランティア等、ボラン

ティア団体を支援し、積極的に

活用します。 

 

 

 
   

  

町の地域福祉計画 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 
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施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ボランティア

活動の周知 

 ボランティア活動に関心を持

ってもらうため、広報とよう

らで周知を行います。 

 

 

    

福祉関係者の

資質の向上 

 民生委員・児童委員の資質の

向上を図るため、視察研修や

各種研修会への参加を推進し

ます。 

 保健、福祉、教育、健康等の業

務に携わる福祉関係者の資質

向上を図るため、研修を実施

するとともに関係機関が実施

する研修への参加を推進しま

す。 

 

 

    

研修機関との

連携 

 各種研修機関の情報を収集

し、効果的な研修が実施でき

るよう支援します。 

 

 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

継続 

継続 

継続 

http://www.irasutoya.com/2016/11/blog-post_73.html
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⚫ 福祉のこころを育て、福祉を担う人材を発掘・育成します。 

⚫ ボランティア活動の普及を図り、円滑な活動を支援し、ボランティア相互の連携を推進しま

す。 

 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

福祉啓発・福祉学習 

 「ふれあい健康づくりス

ポーツ大会」を開催し、軽

スポーツを通じ施設入所

者と地域との交流を図り

ます。  

 「ふれあい広場」を開催

し、高齢者、障がい者（児）

等と地域との交流を図り、

福祉のこころを育てます。 

 

 

    

ⅱ． 

ボランティア運営 

 住民のボランティアに対

する理解と関心を高める

とともに、ボランティアの

相互連携を推進します。  

 ボランティア活動の普及・

啓発を図りながら、研修会

の開催をします。 

 ボランティア保険に加入

し、活動時の安全を確保し

ます。 

 ボランティア活動に関す

る相談、活動と需要調整を

行います。 

 

 

    

ⅲ． 

ボランティア養

成講座 

 ボランティアの育成を目

的に講座を開催します。 
 

 

    

 

 

社協の地域福祉実践計画 

継続 

継続 

継続 
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事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅳ． 

学校における福

祉教育支援事業 

 福祉に対する理解と関心

が醸成されるよう福祉教

育を支援します。 

 

 

  
 

 

 

 

（３）協働 

ネットワークの構築 

 

 

 地域福祉を推進するためには、福祉コミュニティを形成することが不可欠です。福祉コミュニ

ティとは、地域住民に福祉サービスを提供することを目的としたコミュニティであり、地域住民

と各種団体で構成されています。しかし、地域住民やその家族はサービスを一方的に提供される

立場ではなく、地域の問題を自分の問題として受け止め、課題解決を図り、助け合い、支え合っ

て生活するという意識がなくては形成することができません。 

そのために、多くの人が地域福祉の推進に関心を持ち、福祉活動への積極的な参加を促進する

ために、身近な地域で気軽に福祉について理解を深められ、福祉課題を話し合える場づくりが必

要です。 

 また、地域福祉を推進していく上で重要な役割を担う各種団体等については、今後も活発な活

動を継続するよう、関係機関が協力して活動への支援を充実していくことが必要です。 

現状として事業の維持・発展を進めるにあたり、町（行政）や社会福祉協議会等からの支援が

求められています。 

 

 

 

多くの自治会で地域サロン等の地域福祉活動を展開し根付かせていくためには自治会等、地域

を構成する団体間のネットワークを構築し、情報交換や交流等を通じて成果と課題を共有するこ

とが効果的です。 

アンケート調査では、ネットワーク構築を模索している傾向はみられるものの、他事業所、機

関等との情報交換や交流が活発になされていない現状があります。 

現 状 

課 題 

継続 
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今後、関連機関が協力して連携・活動するネットワーク構築が課題です。 

 

 

◆ 地域福祉活動を実施・継続します。 

◆ 地域を支える様々な団体で活動の成果と課題を共有します。 

 

   

◼ 地域ケア会議や障害者自立支援協議会の内容充実を図るとともに、サービス提供事業者や

各種団体との連携を図ります。 

◼ 社会福祉法人の保健福祉サービスに関わる活動を支援します。 

◼ 社会福祉協議会と協力し、地域福祉活動が町内全域に広がるよう支援します。 

 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

サービス提供

事業者と連携

の強化 

 サービス提供事業者との定例

会等を開催し、情報の交換や

提供等、連携体制の確保と有

用なサービス提供基盤の確保

に努めます。 

 

 

    

団 体 間 の 交

流・連携の推

進 

 社会福祉協議会と連携し、各

種団体との連絡会議の開催

等、団体相互の交流を促進し

て連携を図ります。 

 

 

    

社会福祉法人

等、住民活動

の支援 

 社会福祉法人等の活動で公的

サービスでは賄いきれない住

民ニーズに対応する健康福祉

サービスへの参加を検討・支

援します。 

 

 

 
 

  

 

 

  

みんなで行うこと 

町の地域福祉計画 

継続 

継続 

継続 
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⚫ 各自治会における構成員のネットワーク化、自治会間のネットワーク化を推進します。  

⚫ 地域福祉活動を推進します。 

 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

福祉団体支援 

 各福祉団体事務局を担当し、

活動を支援します。 
 

 

  
 

 

ⅱ． 

日常生活支援

総合事業推進

に向けての協

力 

 生活支援コーディネーターを

配置し、行政や関係機関ボラ

ンティアと連携し、事業を推

進します。 

 

 

  
 

 

ⅲ． 

民生委員児童

委員協議会活

動と連携 

 各福祉サービスを推進するた

め、情報交換や意見交換等を

行い連携を図ります。 

 

 

  
 

 

ⅳ． 

地域支え合い

体制づくり事

業 

 地域での見守り、支え合いの

しくみづくりを構築します。 
 

 

  
 

 

 

 

事業者の社会貢献活動の促進 

 

 

 潜在的な地域の課題をみつけ、適切なサービスにつなげる取り組みを広く推進するためには、

地域で活動する企業や事業者等と協働・連携した見守り体制を強化していくことが必要です。 

 住民ワークショップにおいても、「気になる人」を発見し、声をかけながら支え、見守る体制の

確保・強化に向けた取り組みが大切との意見が挙げられています。 

 

社協の地域福祉実践計画 

現 状 

継続 

継続 

継続 

継続 
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障がいのある高齢者やひとり暮らし高齢者等のもれのない把握体制を構築していくためには、

業務等で地域を回る団体や事業所等による支え合い活動を推進することが課題です。 

 

 

 

◆ 地域の事業者は、気になる世帯をみつけたら地域包括支援センターへつなげます。 

◆ 地域の事業所は、障がいのある高齢者やひとり暮らし高齢者等に対して、積極的に見守り事

業への協力をします。 

 

 

 

◼ 町内の関連団体や事業所等による、地域で行う支援活動の内容を把握し、適切な支援に努め

ます。 

 

施策名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

地域で見守る

ネットワーク 

 横断的なネットワークを形成

し支援対象者を早期に把握

し、包括的な支援へつなげま

す。 

 

 

    

見守りネット

SOS ネットワ

ーク事業 

 認知症の方や障がい者（児）等

が行方不明になった時、町や

警察、自治会、関係団体等が連

携したネットワークを構築す

ることにより、速やかな行方

不明者の発見・保護を図りま

す。 

 

 

    

 

課 題 

みんなで行うこと 

町の地域福祉計画 

継続 

継続 
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⚫ 町内の福祉団体や事業所等と連携し、地域の実態把握に努め、適切な支援に努めます。 

 

事業名 内 容 
年次計画 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ⅰ． 

共同募金運動 

 各事業所、個人等からの募金に

より、各団体への活動費助成や

町内住民に対しての福祉事業

を行います。 

 

 

    

  

社協の地域福祉実践計画 

継続 
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７．みんなの役割 

（１）地域福祉推進のための圏域設定 

支援を必要とする住民へのサービスの提供や住民を主体とする地域福祉を推進していくため

には、施設配置や人材等の社会資源をいかにネットワーク化していくかが問われています。 

住民の誰もが住み慣れた地域の中で安心して暮らし続けられることを第一義に、当町の実情に

即して、本町地区・北部地区・大岸・礼文華の各地域を「一次生活圏域」に設定するとともに、

次のような圏域設定により、活動を支援する環境づくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜町 域＞

＜二次生活圏域＞

＜一次生活圏域＞

＜自治会＞

＜隣近所の区域＞

－組・班ー
<一次生活圏域> 

公的施設をはじめ地域の人的、物質

的資源をつなぐ機能 

→４地域 

（本町地区・北部地区・大岸・礼文華） 

<二次生活圏域> 

地域福祉活動を総合的に支援、新たな福

祉課題に全体的に対応する機能 

保健・福祉・医療のネットワークによる 

地域ケアの機能→１圏域 

<自治会> 

見守り等、日常生活自立支援活動を行うと

ともに、身近な福祉課題を発見する機能 

→27団体 
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（２）様々な地域福祉の担い手と期待される役割 

本計画は、“パートナーシップ型の福祉のまち”への転換による地域福祉の実現を目指して、住

民と企業、事業所、町（行政）、民間等が協働で取り組むべきものです。住民一人ひとりが地域に

関心を持ち、地域福祉の活動に積極的に参加していくことは勿論ですが、計画の策定に参加した

団体をはじめ、各種団体や町が、計画の中に盛り込まれた「推進方向」を踏まえて、地域福祉の

推進に積極的に関わることが必要です。 

 

 

 

（３）地域課題の解決に向けた具体的検討 

地域福祉計画は、様々な地域課題を個別的かつ具体的に解決する特効薬ではありません。 

しかし、本計画は、いろいろな地域課題に対応できるような仕組みづくりや、相互理解の促進、

必要な体制構築等を進めるための方向性を多様な主体が認識を共有することで、地域力を高める

きっかけとなる計画です。 

 また、たとえ同じ課題の対応であっても地域の特性や実情等によって、解決に必要な役割分担

や体制づくりのあり方は異なるという点を考慮していく必要があります。そのためにも、地域課

題の解決に向けては地域住民の参画が必要不可欠と考えます。 

 

 

（４）計画の推進体制 

計画の推進にあたっては、当町で生活する住民や自治会等をはじめとする各種団体、町（行政）、

社会福祉関係団体等が、今後当町における「地域福祉の推進」の必要性について、認識を共有す

るとともに、その実現には、地域特性を踏まえ、それぞれの役割について共通の理解のもとで、

協働の取り組みに必要な仕組みづくりを推進します。 

 

① 地域で生活する住民一人ひとりの役割 

地域住民は、これからの地域福祉の担い手として期待されており、その役割の重要度はますま

行政主導型の

福祉のまちづくり

多様化する

住民ニーズに対応
パートナーシップ型

の福祉のまちづくり

実現をめざす地域福祉の推進
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す高まっています。今後は、住民一人ひとりが、生活する地域への関心を高めていくとともに、

地域の課題や特性等を意識し、地域福祉の推進を担う地域社会の構成員の一員として自覚し、可

能な範囲からの地域福祉活動に参加していくように努めることが求められています。 

 

② 自治会等の地域運営を担う各種団体 

自治会等の各種団体については、誰もが安心して暮らせる地域づくりの実現に向けた地域住民

主体の取り組みを行う上で、最も身近で基盤となる組織です。 

今後は、地域の特性や課題を住民同士で共有し、様々な世代が地域運営や地域福祉活動への関

心を高め、参加していただけるような運営を行うため、様々な機関と協力していくことが求めら

れています。 

 

③ 社会福祉協議会 

社会福祉協議会は、社会福祉法により、地域福祉を推進するための中心的な役割を担う団体と

位置づけられており、町（行政）をはじめとする関係団体と連携のもと、町全体の地域福祉活動

をコーディネートし、地域における福祉ニーズの把握や生活課題の解決に向けた取り組みを推進

していきます。 

 

④ 民生委員児童委員協議会 

地域社会における要支援者の相談に応じるとともに、福祉サービスの情報提供や、災害時にお

ける要支援者の安否確認や避難誘導等、町（行政）や社会福祉関係団体等と地域を結ぶつなぎ役

としての役割が期待されています。 

  

⑤ ボランティア団体やＮＰＯ法人 

ボランティア団体やＮＰＯ法人等については、活動する人の生きがいや自己実現、既存制度で

は対応できないニーズへの充足等、地域福祉の担い手、牽引役として期待されており、今後につ

いては、自立した社会的責任を有する事業体として、組織体制及び運営基盤の強化が求められて

います。 

また、地域住民に対する活動への理解を促進するため、社会福祉協議会等との連携により、適

切な情報発信が期待されています。 

 

⑥ 企業・事業所 

企業や事業所の従業員が、地域運営やボランティア活動等、地域の中での様々な取り組みを行

うにあたり、その就労先の企業や事業所の理解は必要不可欠です。 

また、企業や事業所にとっても、従業員が地域運営やボランティア活動に積極的に取り組み、

活力ある地域が実現されれば、地域に根付く企業・事業所として、経営基盤の強化にもつながる

と考えられています。今後、従業員が地域活動等に参加できる雇用・労働環境づくりが求められ

ています。 
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⑦ 社会福祉関係団体、福祉サービス事業者 

福祉サービスを提供する社会福祉関係団体や福祉サービス事業者については、利用者の自立支

援、サービスの質の確保や向上、事業内容やサービス内容の的確な情報提供等の取り組みが求め

られています。 

今後、ますます多様化する福祉ニーズに対応するため、新しいサービスの創出や、地域住民の

福祉活動への参加支援、福祉分野のまちづくりへの参画等の役割を担うことが求められています。 

 

⑧ 町（行政）  

地域福祉の推進にあたり、町（行政）は、住民の福祉の向上を図るための各種施策を総合的に

推進するとともに、社会福祉関係団体等との連携・協力のもと、地域福祉活動が充実・強化され

る仕組みづくりへの支援や、地域住民が地域運営やボランティア活動等に参加できるような環境

整備を推進していきます。 

また、地域の生活課題等の解決に向けた取り組みの情報収集や適切な情報発信に努め、各地域

において、特性を踏まえた地域福祉活動が推進されるよう、地域住民の取り組みを支援していき

ます。 

 

 

（５）計画の進行管理 

計画の進行管理については、本計画の上位計画である「豊浦町総合計画」と双方の進捗状況の

把握により、当町における地域福祉の推進に関する総合的な検証を行っていきます。 

また、こうした内部での評価検証に加えて、今後、住民や専門的知見を有する有識者等から構

成される検証のための組織として、「豊浦町地域福祉推進町民会議」が外部の視点からの評価も併

用しつつ、地域福祉計画・地域福祉実践計画の進行管理を行い、地域福祉の推進を図ります。 
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豊浦町地域福祉推進町民会議設置要綱 

 

(設置及び目的) 

第 1条 町民が安心して暮らせる福祉のまちづくりの実現にむけて、町民の幅広い意見を反映さ

せ、福祉施策を推進することを目的として、豊浦町地域福祉推進町民会議(以下「本会」とい

う。)を設置する。 

 

(本会の任務) 

第 2条 本会は、次の各号に掲げる事項を調査検討する。 

(1) 豊浦町地域福祉計画の策定並びに実施状況等の確認等 

(2) その他町長が必要と認める事項 

 

(組織) 

第 3 条 本会は、委員 12 人以内で組織し、次の各号に掲げる団体が推薦した者のうちから町長

が委嘱する。 

(1) 障害者関係団体 

(2) 社会福祉団体 

(3) 保健医療機関 

(4) 自治会等当事者団体 

(5) 行政担当部局 

(6) その他町長が必要と認める者 

 

(任期) 

第 4条 委員の任期は、3年以内とする。ただし、再任を妨げない。 

 

(運営) 

第 5条 本会に委員長を置く。 

2 委員長は、委員の互選による。 

3 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

4 委員長に事故がある時は、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代理する。 

 

(招集) 

第 6条 本会は、必要に応じ委員長が招集する。 

2 本会は、町関係部局の担当職員を招集することができる。 

 

(庶務) 

第 7条 委員会の庶務は、総合保健福祉施設において行う。 
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(その他) 

第 8条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

附 則 

1 この訓令は、公布の日から施行し、平成 28年 4月 1日から適用する。 

2 会議が新たに組織された場合の最初の会議は、第 6 条第 1 項の規定にかかわらず、町長が招

集する。 
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豊浦町地域福祉推進町民会議委員名簿 

                           

区  分 所          属 役職等 氏    名 

障害者関係団体 胆振身体障害者福祉協会豊浦支部 副支部長 小西 重勝 

社会福祉団体 特別養護老人ホーム 幸豊園 施設長代理 藤井 丈彰 

社会福祉団体 
社会福祉法人豊浦豊和会 

やまと郭公の里 
施設長 安田 宏一 

社会福祉団体 豊浦町民生委員児童委員協議会 副会長 ◎ 栗山 明男 

社会福祉団体 豊浦町社会福祉協議会 副会長 ○ 長谷川 幹雄 

保健医療関係 豊浦町国民健康保険病院 
医療保健福祉 

連携統括 
能登屋 久志 

当事者団体 豊浦町自治会連合会 理事 高橋 勝美 

当事者団体 豊浦町高齢者クラブ連合会 会長 千葉 豊 

行政担当部局 豊浦町町民課 課長 長谷部 晋 

行政担当部局 豊浦町生涯学習課 課長 杉谷 佳昭 

その他 障がい者を持つ家族 代表   矢野 靖恵 

◎ 委員長 

○ 職務代理者 
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